
（平成２１年1月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認佐賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



佐賀厚生年金 事案 253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①について、事業主は、申立人が昭和 25 年７月 10 日に厚生年金保

険被保険者の資格を取得し、26 年７月１日に喪失した旨の届出を社会保険事

務所に行ったことが認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、昭和 25 年７月 10 日から 26 年７月１日までの標準報酬月額は 8,000

円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ銀行Ｃ支店における資格取

得日に係る記録を昭和 26 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間   ：  ① 昭和 25 年７月 10 日から 26 年７月１日まで 

             （Ａ銀行Ｂ支店） 

           ② 昭和 26 年７月１日から同年９月１日まで 

             （Ａ銀行Ｃ支店） 

  昭和 24 年３月 12 日にＡ銀行Ｃ支店に入行し、25 年７月に同行Ｂ支店開

設のため準備委員として同支店へ転勤し、26 年６月まで勤務し、再度同行

Ｃ支店に戻った。30 年の合併後も同行の支店を数箇所異動したが 55 年３月

末日の退職まで、一貫して同一の金融機関に勤めている。社会保険事務所か

らは同行Ｂ支店に転勤後の期間と同行Ｃ支店へ異動してからの数か月の厚

生年金保険期間が無いと言われた。当該期間を厚生年金保険の加入期間とし

て認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 社会保険庁のオンライン記録では、申立人がＡ銀行Ｂ支店において厚生年

金保険に加入した記録は確認できなかったが、当該事業所の人事記録から申

立人が申立期間に同事業所に勤務していたことが確認できる上、社会保険事



務所が保管する申立期間①に係るＡ銀行Ｂ支店の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に申立人と同姓同名かつ同じ生年月日で、基礎年金番号に未統合

の厚生年金保険被保険者記録が確認できたことから、申立人は申立期間①に

おいてＡ銀行Ｂ支店に勤務し、厚生年金保険の被保険者であったことが認め

られる。 

  なお、標準報酬月額については、未統合の厚生年金保険被保険者記録から

8,000 円とすることが妥当である。 

２ Ａ銀行の業務を引き継いだＤ銀行が保管する人事記録及び雇用保険の記

録から判断すると、申立人が申立期間②において、Ａ銀行に継続して勤務し

（昭和 26 年７月１日に同行Ｂ支店から同行Ｃ支店に異動）、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 26 年９月の社会保険

事務所の記録から、8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、社会保険事務所には申立人に係る厚生

年金保険の資格取得の届出を始め、その後に予定される標準報酬月額の届出

などの記録が無く、いずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る

事業主からの届出を記録していないとは考え難い上、昭和 26 年９月１日に

Ｃ支店で資格取得している申立人を含む３名全員に被保険者資格の欠落が

生じていることから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社

会保険事務所は 26 年７月及び８月の保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立人に係る申立期間②の保険料について納付する義務を

履行していないと認められる。 



佐賀厚生年金 事案 254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記

録を昭和 45 年５月６日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 45 年５月から同

年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から 46 年９月までは３万 6,000 円、同

年 10 月から同年 11 月までは３万 9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年５月６日から 46 年 12 月１日まで 

Ａ社を退職後、関連会社であるＢ社に、昭和 45 年５月６日から 47 年９月

21 日まで勤務していた。社会保険庁の記録では、45 年５月６日から 46 年 12

月１日までが厚生年金保険に未加入とされているが、Ａ社からＢ社へ間をあ

けずに転職したと記憶しているので、同期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する昭和45年５月28日に撮影されたＢ社の社内行事の写真及

びＢ社の元経理担当者及び元役員の供述から、申立人が申立期間において、Ａ

社から関連会社のＢ社に転籍し、継続して勤務していたことが認められる。 

   また、当該経理担当者は、「申立人は入社当初から正社員として勤務し、厚

生年金保険料が給与から控除されていた。」と供述している上、Ｂ社の業務を

引き継いだＣ社は、「申立期間において申立人の給与から厚生年金保険料を控

除していたと考えられる。」としている。 

さらに、当該経理担当者は、「当時、Ｂ社には臨時職員等はおらず、従業員

全員を厚生年金保険に加入させていた。」と供述しており、当該経理担当者及

び別の同僚の供述から、当時のＢ社の従業員数は 50 名程度で、うち 10 名前後

は親会社等からの出向者だったと考えられるところ、Ｂ社に係る社会保険事務

所の記録から昭和45年６月１日時点の厚生年金保険の被保険者数は42名であ

り、当時Ｂ社に勤務していたことが確認できる者で親会社等別の適用事業所で



厚生年金保険に加入している者が少なくとも５名いることも確認でき、Ｂ社で

は、ほぼすべての従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、同僚の標準報酬月額から判断す

ると、45 年５月から同年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から 46 年９月

までは３万 6,000 円、同年 10 月から同年 11 月までは３万 9000 円とすること

が妥当である 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、申立期間に行われるべき事業主に

よる２回の厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時

決定や事業主による申立てどおりの被保険者資格取得届などのいずれの機会

において社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が、

社会保険事務所の記録どおりの昭和46年12月１日を厚生年金保険の資格取得

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 45 年５月から 46

年 11 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



佐賀厚生年金 事案 255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は、昭和 23 年４月１日、

資格喪失日は、同年 11 月 10 日であると認められることから、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については 600 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年 11 月から 23 年 11 月 10 日まで 

    昭和 22 年 11 月ごろ、Ａ社に正社員として入社した。その後、Ｂ社に誘

われたため退職し、Ｂ社に入社する直前までＡ社で勤務していた。 

Ａ社での毎月の給与は、当時インフレが激しかったため、300 円から 600

円くらいまで上がった。保険料が給与から控除されていたかどうかは覚え

ていないが、正社員として採用されていたので、厚生年金保険に加入して

いたはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁が保管する厚生年金保険被保険者記録旧台帳及び厚生年金保険

被保険者台帳記号番号払出票により、申立人が昭和 23 年４月１日に、Ａ社に

係る厚生年金保険の被保険者資格を取得し、資格取得時における標準報酬月額

が 600 円であることが確認できる。 

また、申立人は、Ａ社の退社時期について、「Ｂ社に勤務していた父が死亡

し、父の一周忌を過ぎたころ、Ｂ社に入社した。Ａ社には、Ｂ社に入社する前

日の昭和23年11月９日まで勤務していた。」と具体的に供述しているところ、

申立人の父の死亡日は昭和 22 年 10 月 23 日であることが確認でき、申立人の

Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者資格取得年月日は、23 年 11 月 10 日である

ことから、申立人の供述に不自然さは無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、事業主は、社会保険事務所に申立人が昭和 23 年４月１日に厚生年金保

険被保険者資格を取得した旨の届出を行ったことが認められるとともに、申立

人の資格喪失日を同年 11 月 10 日とすることが妥当である。 



一方、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者名簿には、申立人に

係る記載は見当たらないものの、同名簿において、健康保険の整理番号が一人

分欠番となっており、社会保険事務所において何らかの事務的な誤りにより、

欠番が生じたものと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所の記録から 600

円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち昭和22年11月から23年３月までの期間については、

同僚の供述から、申立人がＡ社で勤務していたことは推認できるものの、申立

人より先にＡ社に入社したとされる同僚は、「私は、昭和 22 年２月に入社し

た。」と供述しているところ、社会保険庁の記録によると、当該同僚の厚生年

金保険被保険者資格取得年月日は、22 年５月１日とされていることから、当

時Ａ社は、社員全員を入社と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではな

かったことがうかがえる。 

また、Ａ社は、申立期間当時の人事記録、賃金台帳等を保管しておらず、申

立人の申立期間に係る在籍及び厚生年金保険料の控除が確認できる資料が無

い上、昭和 23 年３月以前に、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記号

番号が払い出されたことを示す周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち昭和 22 年 11

月から 23 年３月までの間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



佐賀厚生年金 事案 256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 44 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月 21 日から同年５月１日まで 

    厚生年金保険被保険者記録の確認をしたところ、昭和 44 年４月 21 日資格

喪失、同年５月１日資格取得となっており、１か月の空白期間が生じていた。  

昭和 35 年にＡ社に就職し、平成 10 年６月に退職するまで継続して勤務

しており、このような空白期間は納得できない。 

Ｃ支店開設準備として異動した時期だと思うので、当該期間について被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における人事記録及び雇用保険の記録などから判断すると、申立人がＡ

社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年３月の社会保険事務

所の記録から、３万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、社会保険庁の記録上の資格喪失日（昭和

44 年４月 21 日）が、Ａ社の人事記録上の発令月日と一致し、事業主でなけれ

ば把握できない日付であるとともに、申立人と同様に同日付けでＡ社Ｂ支店に

おいて被保険者資格を喪失し、Ａ社Ｃ支店において被保険者資格を取得してい

る申立人の同僚２名についても厚生年金保険被保険者期間の欠落（１か月）が

確認できることから、事業主が資格喪失日を昭和 44 年４月 21 日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 44 年４月の保険料について納入



の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



佐賀厚生年金 事案 257 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｄ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 45 年９月 17 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 2,000 円

とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年９月 17 日から同年 10 月１日まで 

    昭和 29 年４月１日から平成６年 11 月 30 日まで継続してＡ社に勤務し、

電気関係の設計や見積もり、現場監督等を行っていた。昭和 45 年９月 17

日にＢ支店Ｃ出張所からＤ支店へ転勤したが、社会保険庁の記録ではＤ支店

での厚生年金保険加入が同年 10 月１日とされており、転勤月である同年９

月分の厚生年金保険被保険者記録が抜けている。継続してＡ社に勤務してお

り、厚生年金保険料も控除されていたはずであり、Ａ社に係る在籍証明書も

保管しているので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する人事記録、在籍証明書及び申立人のＡ社に係る雇用保険の記

録から判断すると、申立人は、Ａ社に昭和 29 年４月１日から平成６年 11 月

30 日まで継続して勤務し（昭和 45 年９月 17 日にＡ社Ｂ支店Ｃ出張所からＡ

社Ｄ支店へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 45 年 10 月の社会保険庁の

記録から、７万 2,000 円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は、社会保険事務所からの納入告知書の金額と、給与控除保険料及

び会社負担保険料を合わせた金額とが合致しているか確認した上で、納付して

いること等から、厚生年金保険料を納付したと主張しているが、当時、同社が



保険料の源泉控除額と納付額の総額を照合し、過不足なく保険料の控除及び納

付を行っていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



佐賀厚生年金 事案 258 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 12 月１日から 34 年９月１日まで 

               （Ａ社） 

             ② 昭和 36 年２月 10 日から同年８月 29 日まで 

               （Ｂ社） 

             ③ 昭和 36 年９月 17 日から 37 年６月 21 日まで 

               （Ｃ社） 

昭和 59 年５月ごろ会社を退職する際に、厚生年金保険の加入期間が通算

して 15 年にあとどれくらいかを社会保険事務所で調べたら、申立期間の３

社に係る４年間の厚生年金保険被保険者期間が通算されないということを

聞いて驚いた。ずっと厚生年金保険を掛けてきたつもりだったので、脱退手

当金を受給済みとなっているのはおかしい。申立期間の脱退手当金は受け取

っていない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から３年６か月後の昭和 40 年 12 月 10 日に支給されており、事業主が代理請

求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、脱退手当金を支給済みと

されている昭和 40 年 12 月 10 日以前に勤務していたＡ社、Ｂ社、Ｃ社（２回）

のうち、支給日に最も近接したＣ社の２回目の厚生年金保険加入期間について

は、その計算の基礎とされておらず、未請求となっており、未請求となってい

る被保険者期間は申立期間と同一事業所であり、これを失念するとは考え難い。 

さらに、申立人は、Ｃ社退職後も複数の事業所で厚生年金保険に加入してい

るが、脱退手当金を支給済みとされているＡ社、Ｂ社及びＣ社での最初の厚生



年金保険加入期間に係る厚生年金保険被保険者番号とその後に勤務した事業

所に係る申立人の厚生年金保険被保険者記録は、同一の厚生年金保険被保険者

番号で管理されているため、同一事業所でありながら、支給されていない期間

が存在することは事務処理上不自然である。 

   加えて、「15 年かけたら相当程度の額の年金を受給できるので、厚生年金保

険に加入できる仕事を選んでいた。」と供述しているとともに、最初に勤務し

たＡ社以降８回の厚生年金保険の資格取得時のたびに、同じ厚生年金保険記号

番号で加入していることから、申立内容は信用でき、脱退手当金を請求する意

思を有していたとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

 

 

 



                      

  

佐賀厚生年金 事案 259 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年ごろから 31 年ごろまで（Ａ事業所） 

             ② 昭和 32 年ごろから 35 年ごろまで（Ｂ社） 

昭和 29 年ごろから 31 年ごろまでＡ事業所に勤務し、動物の飼育を行っ

ていた。 

また、昭和 32 年ごろから 35 年ごろまでＢ社に乗務員として勤務した。 

昔のことではっきりとは覚えていないが、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人のＡ事業所での勤務内容の記憶及び元同僚の供述により、申立人

が当該事業所に勤務したことは推認することができる。 

しかしながら、Ａ事業所は既に廃業し、事業主も死亡しているため、賃

金台帳等、事業主により申立人の給与から厚生年金保険料が控除されてい

たことを確認できる資料は無い上、申立人も申立期間において、事業主に

より給与から厚生年金保険料を控除されていたか否かを記憶しておらず、

給与明細書など、厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料を所持して

いない。 

また、Ａ事業所及びＡ事業所に類似する名称の事業所は、社会保険事務

所が保管する健康保険厚生年金保険事業所台帳に記載されておらず、厚生

年金保険の適用事業所であったことを確認することができない。 

さらに、Ａ事業所を誘致したとされるＣ社Ｄ事業団及びＡ事業所の設置

場所であったＥ社においても、Ａ事業所の従業員に関する資料は無いとと

もに、社会保険事務所が保管するＣ社及びＥ社の申立期間①に係る被保険

者名簿に申立人は記載されておらず、Ｃ社Ｄ事業団は申立期間①において

適用事業所ではない。 



                      

  

加えて、申立人が、一緒に勤務していたと供述している同僚２名につい

ても申立期間における厚生年金保険加入記録は無い。 

２ 申立人のＢ社での勤務内容の記憶は具体的であり、申立人が当該事業所

に勤務したことは推認することができる。 

しかしながら、Ｂ社は、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保

険事業所台帳に記載されておらず、厚生年金保険の適用事業所として確認

できない。 

また、Ｂ社と名称が類似するＦ社は、昭和 31 年 11 月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっているが、社会保険事務所が保管するＦ社の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は確認できない。 

さらに、Ｆ社は、当時の人事記録等を保管していない上、申立人も給与

明細書等を所持していないため、申立人の勤務期間及び給与からの厚生年

金保険料の控除の状況が不明である。 

加えて、申立人が、一緒に勤務していたと供述している同僚についても、

申立期間における厚生年金保険加入記録は無い。 

  ３ このほか、申立人の勤務期間及び給与からの厚生年金保険料の控除の状

況についての供述等は得られず、申立人の厚生年金保険料の控除に係る事

実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

佐賀厚生年金 事案 260 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 29 年４月１日から同年 10 月１日まで 

昭和 28 年から福岡市内にあったＡ社に勤務した。途中で、Ａ社からＢ

社に会社の名前が変わったが、所在地や仕事の内容は一緒だった。30 年ま

で勤務した。社会保険庁の記録では、29 年４月１日から同年 10 月１日ま

での厚生年金保険加入記録が無いとのことであるが、継続して勤務してい

たし、別会社に経営が変わったという記憶は無く、仕事内容にも変化は無

かったので、空白期間があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社及びＢ社は既に廃業しており、人事記録、賃金台帳等の資料は保管さ

れていない上、当時の事業主及び事務担当者の供述は得られず、申立期間に

おける申立人の厚生年金保険料の控除の状況が不明である。 

また、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、昭和 29 年７月２日に厚生

年金保険の適用事業所でなくなっており、Ｂ社は同年 10 月 1 日に新規適用さ

れていることから、申立期間のうち、同年７月３日から同年９月 30 日までは、

両社とも適用事業所ではない上、社会保険事務所が保管するＡ社及びＢ社の

被保険者名簿において、申立人は同年４月１日にＡ社の被保険者資格を喪失、

Ｂ社が適用事業所となった同年 10 月１日にＢ社において被保険者資格を取得

とされており、申立期間において両名簿の整理番号に欠番は無い。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社の被保険者名簿において、昭和 29

年４月１日及び８日に当時の全被保険者 64 名中、事業主を含む 52 名が厚生

年金保険の資格を喪失しており、これ以降も資格が継続している者は 12 名し

かおらず、申立人が申立期間において一緒に勤務していたと記憶している同

僚６名はいずれも申立人同様にＡ社において、同年４月に資格を喪失し、申

立期間については厚生年金保険に未加入となっている。 



                      

  

加えて、申立人及び同僚は、「昭和 29 年４月に多数の職員が退職した記憶

はない。」と供述している上、厚生年金保険の資格を喪失した 52 名中、21

名はＢ社の新規適用時に資格を再取得していることから、事業主が、Ａ社か

らＢ社に経営主体が移る間も継続して勤務していた者について、資格喪失届

出を行ったものと考えられ、Ａ社の全喪前の期間であるにもかかわらず、大

半の従業員の資格喪失届出を行ったのは、Ｂ社が 29 年３月 31 日に設立され

たことに伴い従業員の身分をＡ社からＢ社に移したためではないかと推測さ

れる。 

しかしながら、Ａ社からＢ社への経営主体の変更は経営難によるものでは

ないことは、申立人及び同僚の供述から推認することができ、本来、Ｂ社に

おいて厚生年金保険に加入すべきところ、Ｂ社が 29 年 10 月１日に厚生年金

保険の適用事業所となったため、未加入期間が生じたと考えられ、このよう

な状況の下で、事業主が自身を含む大半の従業員の資格喪失手続を行った上

で、資格喪失後の期間についても厚生年金保険料を控除し続けるとは考え難

い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容およびこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

佐賀厚生年金 事案 261 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年９月１日から 40 年２月 10 日まで 

    厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、昭和 39 年９月１日資格喪

失、40 年２月 10 日資格取得となっており、６か月の空白期間が生じてい

た。Ａ事業所に 39 年４月１日に就職し、退職後、ほとんど間をあけずにＢ

事業所に就職したのでこのような空白期間は納得できない。39 年９月１日

から 40 年２月 10 日までの期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険加入記録により、申立人は昭和 39 年９月３日からＢ事業所に勤務

していたものと考えられる。 

 しかしながら、社会保険事務所が保管しているＢ事業所の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、申立人は昭和 40 年２月 10 日に資格取得、41

年４月１日に資格喪失とされており、申立期間において、申立人がＢ事業所

で被保険者資格を取得したことをうかがわせる記載は無く、また、申立期間

において当該被保険者名簿の整理番号に欠番は無い。 

また、Ｂ事業所はすでに厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、Ｂ

事業所を合併後、業務の一部を引き継いでいるＣ事業所の担当者は「Ｃ事業

所には合併後の資料しかなく、合併前の資料は何も残っていない。」として

いる上、申立人も、給与明細書等を所持していないため、申立人が申立期間

において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確

認できない。 

さらに、申立人が記憶している元同僚３名のうち１名については、Ｂ事業

所での厚生年金保険被保険者記録が無いことが確認でき、申立人のことを記

憶している別の同僚１名については、本人が記憶している入社時期よりも２



                      

  

年程度遅れて厚生年金保険に加入していることが確認できるため、Ｂ事業所

では、すべての従業員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけで

はないと考えられる。 

なお、申立人は、昭和 43 年 10 月ごろ国民年金に加入し、申立期間のうち

20 歳到達月であり、Ｂ事業所で厚生年金保険に加入する直前の期間である

40 年１月分の国民年金保険料を 55 年６月に特例納付している。 

このほか、申立人の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は無い。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

佐賀厚生年金 事案 262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月 21 日から同年 10 月１日まで 

  昭和 41 年 11 月から 45 年３月までＡ社に作業員として勤務した。社会

保険事務所に照会したところ、42 年４月 21 日から同年 10 月１日まで厚

生年金保険加入記録が無い旨の回答を受け取った。途中で退職することな

く勤務していたことに間違いない。申立期間について厚生年金保険加入期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は既に廃業しており、人事記録、賃金台帳等、申立人の当該申立期間

に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認できる資料が無

い上、申立人も給与明細書等を所持していないため、申立人が申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できな

い。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票においても、申立人の加入記録は、昭和 41 年 11 月１日に資格取得及

び 42 年４月 21 日に資格喪失並びに同年 10 月１日に資格取得及び 45 年３月

30 日に資格喪失となっており、申立期間について、整理番号の欠番も無く、

各々の被保険者原票の備考欄には被保険者証回収と記録されている。 

さらに、申立期間の前後において、Ａ社における厚生年金保険被保険者加

入期間が欠落している者が、申立人を除き７名確認できる。 

加えて、申立人のＡ社での雇用保険の加入記録は確認できず、当時の事業

主及び事務員の供述は得られない上、申立人と同様にＡ社において被保険者

期間の欠落がある被保険者７名についても、全員と連絡が取れず、供述を得

ることができた別の同僚も申立人の勤務期間等を記憶していないため、申立

人の申立てに係る事実を確認することができない。 



                      

  

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら申立内容およびこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

佐賀厚生年金 事案 263 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年１月 21 日から同年３月１日まで 

昭和 48 年４月、Ａ社に入社し、同年９月５日から厚生年金保険に加入し

た。Ａ社は途中でＢ社に名称を変更し、Ａ社事業主の娘婿がＢ社の事業主

となったが、事業所の所在地等は以前のままであり、引き続きＢ社に勤務

し、53 年３月に退職した。当時は子供が小さく、健康保険が使えなかった

記憶は無いので、Ｂ社にかかる健康保険証の交付時にＡ社にかかる健康保

険証を返納したと思う。厚生年金保険に加入していない期間があることに

は納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

同僚等の供述により、申立人がＡ社及びＢ社に継続して勤務していたこと

は推認できる。 

しかしながら、Ａ社及びＢ社は既に廃業しており、当時の賃金台帳等は無

く、申立人も給与明細書等を所持していないため、申立人のＡ社及びＢ社で

の勤務期間及び給与からの厚生年金保険料の控除の状況が不明である。 

また、社会保険庁の記録では、Ａ社は昭和 51 年９月 27 日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっており、Ｂ社は 52 年３月１日に厚生年金保険の適用

事業所となっており、申立期間において、Ａ社及びＢ社は、いずれも厚生年

金保険の適用事業所ではない。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、申立人は、当初、昭和 51 年７月 21 日に資格喪失とされ

ていたが、52 年４月５日付けで 52 年１月 21 日に資格喪失と厚生年金保険加

入期間を延ばす訂正がなされており、これ以降、再度、Ａ社において被保険

者資格を取得したことをうかがわせる記載は無く、申立期間において同名簿

の整理番号に欠番は無いとともに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者名



                      

  

簿において、申立人は 52 年３月１日に資格取得とされている。 

加えて、申立人のＡ社に係る雇用保険の加入記録は、昭和 48 年９月５日に

取得、51 年７月 20 日に離職とされており、Ａ社での訂正される前の厚生年

金保険加入期間と一致する上、Ｂ社での雇用保険の加入記録は確認できない。 

また、商業登記簿により、Ｂ社の設立は昭和 51 年７月 12 日とされており、

51 年７月 21 日付けで、申立人を含む８名がＡ社での資格を喪失している上、

申立人のＡ社に係る雇用保険の離職日も同年同月 20 日とされていることから、

この時期に申立人らの所属がＡ社からＢ社に異動したことがうかがわれ、こ

れ以降の期間については、Ｂ社において、厚生年金保険の被保険者となるべ

きであったが、Ｂ社の新規適用が 52 年３月１日であったため、未加入期間が

生じたものと考えられるところ、申立人と同様にＡ社からＢ社に異動し、継

続して勤務していたとされる同僚３名は、いずれも 51 年７月 21 日にＡ社で

の被保険者資格を喪失し、52 年３月１日にＢ社での被保険者資格を取得して

おり、厚生年金保険の加入期間の空白が確認できる。 

このほか、申立期間に、申立人の給与から事業主が厚生年金保険料を控除

していたことを確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

佐賀厚生年金 事案 264 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年から 34 年まで 

中学校を卒業後しばらくして昭和 27 年から 34 年までＡ事業所に勤務し

た。一緒に勤務していた母親や同僚はＡ事業所在籍中に厚生年金保険に加

入しているが、社会保険事務所に照会したところ、私の厚生年金保険被保

険者記録は無いとのことであった。勤務していた期間について厚生年金保

険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持しているＡ事業所前で撮影したとされる写真及び同僚の供述

から、申立人が同事業所に勤務していたことは推認することができる。 

しかしながら、Ａ事業所は既に廃業しており、Ａ事業所を管理していたＢ

村役場（現在は、Ｃ市役所）は、当時の人事記録、賃金台帳等、申立人の当

該申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除していた事実を確認できる

資料を保管していない上、申立人も給与明細書等を所持していないため、申

立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できない。 

また、昭和 36 年からＡ事業所に勤務していた事務責任者は、「私が勤務し

た当初は、従業員全員を厚生年金保険に加入させている状況ではなかっ

た。」と供述している。 

さらに、申立人が夫婦でＡ事業所に勤務していたと記憶している同僚のう

ち、妻についてはＡ事業所での厚生年金保険加入記録は確認できず、申立人

も当初、母親とともにＡ事業所に勤務していたところ、申立人の母の厚生年

金保険加入記録は存在することから、Ａ事業所では、同一世帯で勤務してい

る者が複数名いる場合、いずれか１名のみを厚生年金保険に加入させていた

可能性も考えられる。 



                      

  

加えて、社会保険事務所が保管する申立期間に係るＡ社の被保険者名簿及

び被保険者原票に、申立人は記載されていない。 

このほか、申立人の厚生年金保険料控除や健康保険証の所持に関する記憶

は曖昧
あいまい

である上、勤務期間に関する申立人の供述は変遷しており、申立てに

係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

  これら申立内容およびこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

佐賀厚生年金 事案 265 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ： 

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年６月１日から 28 年１月 17 日まで 

 昭和 23 年６月１日から 28 年１月 17 日までＢ県のＡ社に勤務していた。

Ａ社を退職した後、Ｃ市で同年２月３日に結婚した。 

昭和 29 年２月 25 日に旧姓で脱退手当金支給済とのことであるが、出産

を控えており、Ｂ県へは帰っておらず、脱退手当金は受給していない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社退職後の昭和 28 年３月９日に婚姻しているところ、厚生年

金保険被保険者台帳（旧台帳）の申立人の氏名は、旧姓から新姓に氏名変更

されており、申立期間の脱退手当金はＡ社における厚生年金保険資格喪失日

から約１年 1 か月後の 29 年２月 25 日に支給決定されていることを踏まえる

と、脱退手当金の請求に併せて、氏名変更が行われたと考えるのが自然であ

る。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には脱退手当金の支

給を意味する「脱手」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 


